大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会

第２回重症心身障がい児（者）等の

地域生活支援方策調査検討会

　　　　　　　　　　と　き：平成２２年１１月１２日（金）午後２時～４時

　　　　　　　　　　ところ：国民会館住友生命ビル６階　公害審査会室

「大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会

第２回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」

○事務局　定刻になりましたので、ただ今から「大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会　第２回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」を開催させていただきます。委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。私は福祉部障がい福祉室地域生活支援課の岸でございます。よろしくお願いいたします。

　本会議は「大阪府の会議の公開に関する指針」に基づき、大阪府自立支援協議会として公開にて開催することとなっており、本日も会長の許可を得て、傍聴の方も同席されておられます。また、本日お配りさせていただきました資料および議事録についても、後日、大阪府のホームページで公開させていただく予定です。

　検討会において、個人のプライバシーに関する内容について議論をいただく必要がある場合は、一部非公開とし、傍聴の方にご退席いただくこととなりますので、委員の方におかれましては、個人のプライバシーに関する内容について議論をされる場合には、事前にその旨を会長までお申し出ください。

　続きまして、本日の会議からご出席を賜りました委員の皆さま方をご紹介させていただきます。

　大阪府肢体不自由児者父母の会連合会会長、上野委員です。

　社団法人大阪府医師会理事、中尾委員です。よろしくお願いいたします。

　次に、委員の交代についてご報告させていただきます。

　これまで、枚方市福祉部障害福祉室課長、弓手（ゆんで）さまに委員にご就任いただいていたところでありますが、この度、人事異動に伴い職務内容が変わられたため、後任の課長さまに委員就任をお願いさせていただきました。本日は所用のため欠席されていますが、次回の検討会から、枚方市福祉部障害福祉室課長、前村委員に審議にご参画していただくこととなっております。

　それでは、ここで、資料の確認をさせていただきます。本日お配りしております資料は、資料10までございます。

　資料１としまして、（ア）重症心身障がい児（者）生活実態調査票。

　資料２としまして、（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査票。

　資料３としまして、（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用状況調査票。

　資料４としまして、（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）ケアホーム利用状況調査票。

　資料５としまして、（オ）施設入所者状況調査票。

　資料６としまして、生活実態調査等結果（速報）について。

　資料７としまして、各調査に係る単純集計結果について。

　資料８としまして、事業所ヒアリング方針について（案）。

　資料９としまして、各調査に係るクロス集計項目について（案）。

　資料10としまして、短期入所事業所における医療的ケア実態調査結果となっております。

　お配りさせてもらっている資料で、欠けているもの等はございませんでしょうか。

　それでは、以降の進行につきましては、会長にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。

○会長　はい。あらためまして、皆さま、こんにちは。お忙しいところお集まりいただき、前回は暑かったのですが、今回はずいぶん涼しくなりました。早速、審議に入ってまいりたいと思います。

　議題については、そこに進行次第にありますので、それに基づいて進行させていただきたいと思っております。懸案にございました「生活実態調査結果について」は、まだ十分というわけではないのですが、すべてというわけではないのですが「分析について」の審議をさせていただきますので、事務局から説明をお願いいたします。

○事務局　それでは、ご説明させていただきます。掛けて説明させていただきます。

　資料１から資料５につきましては、今回、調査をおこないました調査票について添付をさせていただいております。前回、第１回の会議におきましてご審議をいただいたあと、追加修正等についてご意見を個別に事務局に賜り、その内容については会長にもご相談をさせていただきまして、資料１から資料５のとおり、それぞれ調査票を作成し調査を実施させていただきました。

　前回、お配りさせていただいた資料と、大きく変わっている点について、ご説明をさせていただきます。まず、それぞれの資料にいえることですが、前回の資料では書き方の説明文等が資料の上に付いていたのですが、調査票単体という形で構成をさせてもらいました。

　まず、資料１（ア）生活実態調査票に係る問４「ご本人の主病名を記入してください」。この部分の書き方につきましては、委員に事務局から、一度、ご相談させていただいた上で、書き方について記載をまとめる形でご指示いただいておったところです。委員にご相談させていただきまして、アンケートの中では、ご本人の主病名「病院で診断された障がいの原因となった病名」と皆さまにはお書きいただくという形で、アドバイスをいただきましてアンケートをさせてもらっています。この部分は、あとの（イ）から（オ）についても同じ考え方をさせてもらっております。

　次に、資料２の（イ）福祉サービス利用状況調査。この中で、問１の中で、前回お配りさせていただいた資料の中には、重症心身障がい児施設が入っていなかったのですが、追加をさせていただきました。

　資料３（ウ）訪問看護サービス利用状況調査票。これは（イ）も同じなのですが、問５でサービスが提供可能な時間についても、聞くべきではないかというご意見をいただいておりましたので、早朝、日中、夜間、深夜という区分でアンケートを採らせてもらっております。

　以上が、アンケート資料１から資料５で、前回、ご審議いただいた後に変更をさせていただいた点でございます。

　次に、資料６に移らせていただきます。生活実態調査等につきましての結果速報でございます。これは資料作成の都合から11月１日現在で編集をさせていただきました。

　まず、今回の調査の（ア）から（エ）につきましては、10月１日から10月20日までという形で調査をさせていただいております。ただし、（オ）施設入居者状況調査につきましては、数が非常に多いこともございまして、11月12日（本日）までとお願いさせていただいております。回答基準日はすべて平成22年10月１日現在です。

　調査内容等について、ご説明申し上げます。まず、（ア）重症心身障がい児（者）生活実態調査について。これにつきましては、調査対象を以下の両方を満たす地域でお暮らしの方ということで、１番、身体障害者手帳および療育手帳の両方を取得し、身体障害者手帳の等級が１級または２級で、療育手帳の等級がＡの大阪府民（政令指定都市も含む）の方。２番目としまして、大阪府重症心身障害児・者を支える会、もしくは、大阪府肢体不自由児者父母の会連合会の会員の皆さま等を対象とさせていただきました。

　配布方法としましては、両団体の協力を得て調査票の配布をおこなったところでございます。なお、記入者が直接、大阪府に郵送することにより回収をさせていただきました。両団体の皆さま方には、ご協力をいただきましてありがとうございました。

　主な配布先としましては、特別支援学校に通学する児童、卒業生、生活介護事業所等、障がい福祉サービス事業所等の利用者等となっております。調査票の配布枚数につきましては１千943通。そのうち、11月1日までにご回答いただきましたのは898通で、回収率は46.2％となっております。

　次に（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査についてでございます。

　一つ目としまして、居宅介護・重度訪問介護等事業所ということで二つの事業所ですが、たいていの場合は一つの事業所が両方の指定を受けておりますので、一くくりということで２千196カ所。重度障がい者等包括支援事業所５カ所。これらは政令指定都市所在の事業所も含めて調査をさせてもらっております。

　二つ目としまして日中活動系サービス事業所。生活介護事業所374カ所、児童デイサービス事業所75カ所、重症心身障がい児（者）通園事業所11カ所。

　三つ目としまして、施設系サービス事業所。短期入居事業所204カ所、重症心身障がい児施設５カ所。

　調査方法としまして、平成22年９月1日現在、指定されている事業所へ大阪府から調査票を郵送配布、そして、郵送回収をおこないました。調査票の配布数につきましては２千870事業所、回収状況としましては１千778通、回収率は62％となっております。

　次に（ウ）としまして、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用調査についてでございます。調査対象は、訪問看護事業所、政令指定都市所在の事業所も含んでおります。調査対象としましては、平成22年８月31日現在に指定されている事業所、ただし、保険医療機関の指定があったものは除いております。大阪府から調査票を郵送配布、そして、郵送回収をおこないました。調査票の配布枚数は512通、回収状況は272通、回収率は53.1％となっております。

　（エ）としまして、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）ケアホーム利用状況調査についてでございます。調査対象は平成22年９月15日現在に、重度心身障がい者の方々にサービスを提供されているケアホームでございます。調査方法は大阪府から事業所へ調査票を郵送配布、郵送回収をおこないました。調査票の配布数は41通、回収状況は15通でした。回収率は36.5％となっております。

　これにつきまして、事前に会長から、ほかの調査に比べて回収率が低いことについて、再度、分析をするようにとの指示を受けております。資料には回収率36.5％となっているのですが、ケアホーム利用状況調査票については、21法人に入居されている41名の利用者を対象として、利用者１名の支援状況について、１枚の調査票に記載していただくように依頼させていただいたところでございます。

　しかしながら、法人によっては、同一法人に複数名の利用者がおられた場合、１枚の調査票にまとめて記載されているケースが、存在していることが判明いたしました。調査票を配布させていただきました21法人中15法人からご回答をいただいており、これで計算しますと回収率は71.4％となります。データの整理に当たりましては、まとめてご回答いただいた法人について、再度、電話で確認をさせていただくことにより、実態を把握できるよう努めてまいりたいと考えております。

　次に、（オ）重症心身障がい施設（政令指定都市所在の施設は除く）に、入所する障がい者の方を対象でさせていただいております。調査対象は、社会福祉法人枚方療育園、社会福祉法人重症心身障害児施設四天王寺和らぎ苑、社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団重症心身障害児施設すくよかに、入所されている18歳以上の大阪府民の方とさせていただきました。調査方法は、大阪府から３施設に、調査票、回答フォーマットを送付させていただきまして、施設において調査を実施していただいております。その後、調査票、回答フォーマットを大阪府に提出していただくことになっておりまして、調査予定としまして558名の方を対象にしております。しかし、この部分につきましては、冒頭でもご説明させていただきましたとおり、数が多いということで、11月12日（本日）まで対応していただいているところでして、本日、ご審議いただく資料には含まれておりません。

　以上でございます。

○会長　はい、ありがとうございました。

　今、アンケート調査の概要、前回、審議させていただいたのですが、少し委員長預かりのところもございましたので、少しその辺のご了解と回収状況について、ご説明をいただいたということでございます。それについて、何かご意見、ご質問等がございましたら、ぜひ忌憚（きたん）のないところをお聞かせいただければと思います。挙手いただいてお聞かせいただきたいということですが、いかがでございましょうか。

　まあ、最初の（ア）の１千943通で893通、回収率が46.2％は、このアンケート形式の回収率、皆さまからの回答率としては比較的よかったかなとは、印象としては思っております。ほかの行政アンケートは留置調査もアンケート調査も30％前後ですので、各10％ほど高いなと思っております。そのような意味では、年齢、児童、それから大人、子どもも含めて、全体的にニーズ調査というか、少しそういったところが働いているのかな、反映できるのかなと思っているところです。

　いずれにしても、障がい者のほうが利用者が多いので、児のほうがなかなかニーズをつかみにくいといったことがあったのですが、ご協力いただきまして、そのようなところも含めて分析できるということで、大変喜んではいるところでございます。どうぞ忌憚のないところでうかがえれば、せっかくの機会でございます。挙手いただければと思います。では、もう少し前に進めて、また結果の報告についても含めて、ご質問があれば、また後ほどおうかがいしたいと思います。

　それでは、先へ進ませていただいて単純集計です。今、いろいろと利用者の方あるいは事業所の方のアンケートを採ったわけですが、それの単純集計が少しできております。まだ十分とはいえませんが、取りあえず先に皆さまにご報告をさせていただいて、だいたいの傾向というか感じをつかんでいただければと思っております。それでは、事務局から説明をよろしくお願いします。

○事務局　それでは、資料７、各調査に係る単純集計結果について、ご説明をさせていただきます。

　まず、（ア）重症心身障がい児（者）生活実態調査についてでございます。

　問１、ご本人がお住まいの市町村ということでアンケートをさせていただきました。これを、圏域別および人口割合という形で分析をさせてもらっております。ちょうど右上の表になります。大阪市では165、堺市では94でございます。それぞれをまず、圏域別、ご回答いただいた割合ということは、全体を100％と見た場合、大阪市では18.4％、堺市であれば10.5％という形で分析をさせていただきました。

　その右側につきましては、平成21年10月の人口を出しております。単位は千人単位という形になっております。大阪市であれば、大阪府民全体の人口割合が約30.1％、同じく堺市は9.5％という構成となっております。これを比較してみますと、圏域ごとの回収件数は、対人口比で、大阪市の回答状況は低いものの、全地域について、おおむね偏りなく回答を得ているのではないかという形で分析させていただきました。

　次に問２、ご本人の性別です。男性54.3％、女性45.3％と男性が若干多いのですが、ほぼ同率という内容となっております。

　その次に問３、ご本人の年齢です。５歳以下、６歳から12歳、と６歳刻みでご本人の年齢分布を調べさせていただきました。これで見ますと児は18歳以下になるのですが43.4％、18歳からは56.6％で、これは者の割合となっております。特に、学齢期である６歳から17歳の回答で35％いただいているのが今回の調査の結果から出ております。

　問４はご本人の主病名です。いろいろな病症名をお書きいただいている方々が785名、不明の方が28名、記入なしとなっています。これにつきましてはテキストデータとなっておりまして、また、委員にもご相談させていただきまして、分類をして次回にご報告をさせていただければと考えております。

　次に１枚めくっていただきまして、問５、ご本人がお持ちの障害者手帳です。身体障害者手帳が833名、療育手帳が813名、精神障害者保健福祉手帳が9名となっております。

　問６、障がい程度区分１から６、非該当等々の割合、898名のご回答を得ております。これの分析につきましては、今回は医療的ケアの必要な重症心身障がい児（者）を対象としたため、障がい程度区分６が４割以上を占めております。未実施が17.5％となっていますが、これは、訪問系サービスを利用していない児童が多いためと思われます。また、区分３が4.7％となっておりますが、これは、児童の障がい程度区分が１から３で決定されるものであり、３が最重度となるため、これが数値として表れているのではないかと分析しております。

　次に、問７では家族構成についてアンケートを採っております。父710名、母839名、兄弟姉妹500名になっております。

　問８、介護、看護に当たっている方、主な介護者という形でアンケートを採らせてもらいました。これは「介護、看護に当たっている方すべてをお書きください」というのが介護・看護者です。その中で、主な介護、看護者をお書きくださいという形でデータを取らせていただきました。

　これの分析につきましては、家族構成では母子家庭が100世帯を超えているということと、父母、祖母と同居する世帯が少なく、大半が親子のみの世帯と思われます。また、兄弟姉妹のおられる世帯は、全体の55.7％となっておりますが、そのうち、実際に介護に当たっておられるのは28.8％となっております。

　介護、看護者につきましては、約７割の父が手伝っておられるようですが、主な介護、看護者は43人６％になっております。主な介護者については、母親が最も多く72％となっております。記載いただいていない件数が180件あったことを考慮すると、９割近くの方が母親が主な介護者になっていると思われます。

　次に問９、介護、看護者から支援を受けるようになってからの経過年数についてでございます。これも５年刻みでデータを取らせていただきました。10年以下が全体の34.3％、25年以下で31.2％となっております。これは、ご本人が児童である方の回答が多かったことにもよりますが、介護年数が10年未満の方が34％となっております。26年以上では18.5％、最長では59年という方が２名おられました。

　次に問の10です。主に医療的ケア等を担っている方が何らかの理由でケアができない場合、代わりにケアを依頼できる方はおられますかということを、お書きいただいております。同居の家族に代わってもらえる方が48.2％おられる一方、代わってもらえる方がいない方が21.6％おられます。ホームヘルパーに依頼している人も17.3％おられますが、これは医療的ケアの必要度が低い方と思われます。

　問11、ご本人が平日の昼間、過ごしている場所はどちらですかというアンケートをさせていただきました。日中、家庭以外、例えば、保育所とか学校とかで過ごされる方が85.7％おられる一方、家庭のみの方が12.7％おられます。

　問12、ご本人に日ごろ実施している医療的ケアの内容について、お尋ねしています。服薬管理が28.1％、次いで、吸引、経管栄養が15.6％となっております。

　問14番、公的なサービス以外に利用されているサービス内容はありますかという問に対しては、ファミリーサポートセンターが３名、認可外保育所が４名になっております。

　問15、希望されるサービスやシステムについて、短期入所、訪問看護等、事業種別にご意見を聞かせていただきました。

　まず、短期入所につきましては、短期入所の増を最も多く望んでおられる方がうかがえます。全体的に60.2％です。

　その次の訪問看護に関しては、訪問看護の利用料の軽減、回数の増、利用できる時間帯を、早朝、夜間に拡大を望む声が多くなっております。それぞれ20％台という形になっております。

　次に、ホームヘルプサービスです。知識・技術を持ったヘルパーに医療的ケアを望む声が多いです。また、早朝、夜間、休日、祝日等、利用時間帯の拡大を望む声が多くなっております。特に、入院中のヘルパー利用を望んでいる方は41％を占めておられます。

　次に、重症心身障がい児（者）通園事業についてでございます。３割程度の方が、量的、質的な充実について望んでおられます。

　次に、生活介護についてです。４割近い方が、量的、質的な充実について望んでおられます。

　次に、相談支援です。４割に近い方が、相談支援事業所の質的充実を望んでおられます。

　次に、医療機関についてです。重症心身障がい児（者）を診察してくれる医療機関が少ないことから、５割を超える方が専門医の増を望んでおられます。

　次に、重症心身障がい施設についてです。施設不足から４割の方が施設の新設を望んでおられます。

　次に、ケアホームです。ケアホームについては、医療的ケアに対応できるケアホームを４割、低料金で利用できるケアホームを制度化してほしいのが38％で、それぞれ４割近いご要望がその二つに集中しております。

　続いて、（イ）福祉サービスの利用状況調査についてご説明します。

　事業種別について、居宅介護から重症心身障がい施設まで聞いたところ、重度訪問介護事業者は居宅介護を併せて実施しているため、数については（999）と内数にさせてもらっています。回答数が回収数を上回っているのは、調査票に複数の事業種別の内容を記載されているケースがあるためです。例えば、生活介護をされているところが短期入所もされている場合、１枚の紙で書いているということが想定されます。

　問２、事業所の運営主体です。社会福祉法人が29.8％と最も多く、次いで、株式会社、有限会社となっております。医療法人は2.6％と低くなっております。

　事業所の所在市町村名です。事業所の所在地としては、大阪市が640事業所で36％、堺市が151事業所で8.2％、東大阪市が130事業所で7.3％と、政令指定都市等で約５割を超えている実態がありました。

　次に、１枚めくっていただきまして裏面です。問５、サービスを利用する契約者についてでございます。一事業者当たりの契約者は障がい児４名に対し障がい者16名で、障がい者の利用、契約のほうが多いということが見てとれます。

　次に問６、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方々への、サービス提供が可能かどうかについてお尋ねしました。利用できないとお答えいただいている事業者が約７割ございました。

　問７としまして、サービス提供が可能な時間について、早朝、日中、夜間、深夜についておうかがいしたところ、提供時間には重複はございますが、深夜、早朝にサービスを提供する事業所は、日中に比べて低いという実態が見てとれました。

　問８、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）を、初めて受け入れをされてからの経過年数を平均でお聞きしましたところ、約３年と出ております。

　次に問９、提供可能な医療的ケアの内容についておうかがいしたところ、服薬管理が21.9％と最も多く、次いで、吸引、経管栄養が利用可能となっております。人工呼吸器の管理が可能な事業所も3.3％見受けられました。

　次に問10、利用している医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の、年齢層別利用者数についてでございます。18歳から39歳の利用者が１千422名と最も多く、次いで40歳から64歳が多くなっております。０歳児が利用している事業所はございませんでした。

　次に問12、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方が、お持ちの障害者手帳の等級について、それぞれの手帳別におうかがいさせてもらっています。これにつきまして、問10の利用者数、計３千15名に対して、各手帳とも合計が少なくなっております。これは、今回の調査は重複障がいの方を基本としていますが、医療的ケアが必要な方とあったため、重複していない方が相当数含まれているのではないかと思われます。

　次に問13、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方について、障害者自立支援法による障がい程度区分が、どのような形になっているかを聞いております。児については、障がい程度区分が必要なサービスの利用が多いため、不明もしくは未判定の割合が高くなっております。者については、57.9％の方が区分６の最重度となっております。

　次に問14、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方に提供しているサービスについて、内容と利用者数についておうかがいしました。服薬管理の方が１千772名になっており、次いで、吸引が589名、経管栄養446名となっております。人工呼吸器の管理をおこなっている人が128名おられます。

　次に、１ページめくっていただきまして、問15、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方の利用について、課題となっている内容をおうかがいしております。これにつきましては、ヘルパーの医療的ケアにおいて、事故等が発生しないかが最も多く、次いで、提供できるケアの内容が限定されていることが挙げられております。

　問16、問６で医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方々が、サービスを利用できない理由についておうかがいしました。これにつきましては看護師の確保が困難が最も多く、次いで、医療的ケアの経験がないことが利用できない理由となっています。

　問17、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の方々が、地域で安心して生活を送れるようにするためには、どのような点を改善する必要があるかについて、おうかがいしております。これにつきましては、介護職員にも医療的ケアを実施できるよう研修システムを含め見直すべきが最も多く、次いで、看護士を安定的に確保できるよう報酬基準等を改善すべきとなっております。

　次に（ウ）訪問看護サービス利用状況調査について、ご説明いたします。

　問１、事業所の運営の主体につきましては医療法人が34.9％、次いで、株式会社、有限会社となっております。

　問２として、事業所の所在市町村。大阪市が31.3％、堺市が8.1％、東大阪市が5.9％と、これも政令指定都市等に多く所在しています。

　次に問３、事業所の職員体制について。１ステーション当たり常勤換算率で平均4.6人の職員配置となっておられます。

　問４、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方々へのサービス提供は可能かについては、利用できる事業者が７割ございます。

　問５、サービス提供が可能な時間。これにつきましては、提供時間に重複はありますが、深夜、早朝にサービスを提供できる事業者は、日中に比べて極端に少なくなっている傾向があります。

　次に問６、サービス提供が可能な年齢層について聞いています。18歳から39歳の利用者が189人と最も多く、次いで、40歳から64歳が多くなっております。０歳児についても72カ所の事業所で利用が可能となっております。

　問７、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方を初めて受け入れられてからの経過年数です。平均5.5年となっております。

　問８、提供可能な医療的ケアの内容について、それぞれおうかがいしたところ、内容による偏りは見受けられません。

　問９、利用している医療的ケアが必要な障がい児（者）の年齢層別利用者数についてです。40歳から64歳の利用が多く、次いで、18歳から39歳となっております。

　問11、お持ちの手帳については、それぞれおうかがいしました。

　問12、障害者自立支援法による障がい程度区分についても、おうかがいしております。しかし、訪問看護を利用するに当たっては、障がい程度区分を確認する必要はないため、不明もしくは未判定の割合が非常に高くなっております。

　次に問13、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方に提供しているサービスの内容等。やはり、これも服薬管理が654名となっており、次いで、パルスオキシメーター、リハビリテーションという順番になっています。人工呼吸器の管理が必要な方も124名おられます。

　問14、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方の利用の課題となっている内容について、おうかがいしました。看護師の人数と質の確保が一番多く、次いで、医療的ケアの内容が限定されるため、対応できない場合があるとなっております。

　問15、医療的ケアが必要な障がい児（者）の方がサービスを利用できない理由について。大きなリスクを担うためが最も多く、次いで、利用対象としていないのも多くなっています。

　問16、医療的ケアが必要な方が地域で安心して生活を送れるために、どのような点を改善すべきかについて、おうかがいをしています。報酬基準の改善が一番多く、次いで、地域医療機関の確保と複数サービス機能を備えた、施設の整備を求められている点が多くなっております。

　（エ）ケアホームの利用状況調査についてです。ケアホームの主体性につきましては社会福祉法人が一番多く、次いで、ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）となっております。ケアホームの所在市町村は分母が非常に少ないので、特段、分析はさせてもらっておりません。

　問４、サービスを利用する契約者数とその内の医療的ケアを提供されている人数。これにつきましては、医療的ケアを提供している人数は事前調査で41名と把握しておりましたが、医療的ケアの内容に服薬管理を含めずに回答をいただいていたため、配布数を上回る123名という数字が出たと思われます。

　問６、医療的ケアが必要な障がい者の方は、現在、生活保護を受給されていますかということを、おうかがいさせていただきました。これにつきましては、受給をなされている方と受給をなされていない方は、ほぼ同数となっております。

　問７としまして、受給をされている生活保護の扶助の種類について、おうかがいしました。介助扶助以外については、すべて受給されている実態がございました。

　問８、提供可能な医療的ケアの内容について、おうかがいしましたところ、服薬管理が10カ所、続いて導尿、吸引となっております。

　問９、医療的ケアが必要な障がい者の方の年齢層別利用者数について、おうかがいしたところが、問４と同じ理由により、121名という分析が出ています。

　問12、障害者自立支援法による障がい程度区分が市町村により、すでに実施されている場合の該当人数について、おうかがいしたところ、区分５の方が最も多く、次いで区分６、区分４となっています。

　問13、医療的ケアが必要な障がい者の方に提供するサービス内容についても、おうかがいしております。やはりこれも服薬管理が114名と最も多く、次いでパルスオキシメーター、導尿となっております。

　問14、医療的ケアが必要な障がい者の方の利用について、課題となっている内容をおうかがいしたところ、報酬基準が低いが最も多く、次いで、地域医療機関が少なく不安、人員配置区分が低いとなっております。

　問15としまして、医療的ケアが必要な障がい者の方の利用について、課題となっている内容をおうかがいしたところ、介護職員にも医療的ケアを実施できるよう、研修システムを含め見直すべきが最も多く、次いで、報酬基準の改善、地域医療機関の確保という内容が出ました。

　続きまして、資料10を今回は付けさせてもらっております。これは短期入所事業について、今回の調査をおこなう前に、平成21年に私ども地域生活支援課で、短期入所事業所に医療的ケアを受け入れられるか否か等について、アンケートした実態調査の概要でございます。

　対象事業者数は194施設、平成21年６月１日現在の短期入所事業所に対して調査をしたところ、回答数は174施設で、回収率は89.7％でございました。医療的ケアを受け入れていただけますかと、おうかがいしたところ、当時、受け入れ可とご回答いただけたのは53カ所ございました。一方、受け入れ不可と出ていますのが131カ所となっております。

　実施可能な医療的ケアの内容について53のご回答いただきました。回答内容を、日中、夜間に分けて、それぞれ、たん吸引から人工呼吸器等々について調べた内容は表のとおりです。裏面には53の事業所の市町村別、どちらの市町村にその事業所があるかについて、表で整理をしております。

　単純集計結果等について事務局の説明は、以上でございます。

○会長　はい、ありがとうございました。単純集計について、今、事務局からご説明がございました。資料７が重症心身障がい児の実態調査の単純集計の報告でございました。そのあとに付いています訪問看護サービス利用状況調査の単純集計結果、それからケアホームの利用状況、最後の資料10の短期入所事業の医療的ケアの実態調査結果、平成21年にされたものを、参考に付けていただいた報告をいただきました。

　少し補充させていただきながら進めたいと思います。今の事務局のご説明に対して、もっと説明してほしいとか、数字が間違っているという単純な修正があれば先におうかがいをして、意見はそのあとに、おうかがいしたいと思います。まず、単純なところでの、もう少しここを説明してというご意見、あるいはこの数字はどうなっているのかという、表れたところをピックアップしていただけますでしょうか。はい、お願いします。　

○委員　数字の修正ですが（ウ）訪問看護サービスです。問６のサービス提供可能な年齢層で、200から39.何ぼとあるのですが、これは40歳から64歳でいいですね。

○会長　それでいいですよね。

○事務局　そのとおりです。

○会長　ありがとうございます。ほかにございませんでしたか。念を入れたつもりですが、もれていることもございますので、ほかはいかがでしょうか。

○委員　先生、よろしいですか。

○会長　はい、どうぞ。

○委員　（ア）重症心身障がい児（者）生活実態調査票の問10のコメントで、「ホームヘルパーに依頼している人は17.3％おられるが、これは医療的ケアの必要度が低い方と思われる」の医療的ケアの必要度が低いというのが、もう一つ理解できないのです。

　具体的に、問12（10では？）でされている医療的ケアのどの部分に関して、必要度といっているのか分からないです。これはひょっとしたら、医療的ケアは高度な医療的ケアの必要度が低いのであれば、ヘルパーさんが実際に担っている医療的ケアを調べてもらって、このようになっているのか、訳が分からない部分です。

○会長　はい、事務局、いけますか。

○事務局　委員が指摘する高度なという意味合いで記載させていただきました。と申しますのも、介護職員ができる医療的ケアの範囲が非常に限られておりますので、ここの部分は高度という意味合いで、記載をしてもらっています。修正をさせていただきます。

○会長　はい。

○委員　医療的ケアは必要がない感じがするので、それはよくないみたいですね。

○会長　ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。

○委員　確認だけ、自分が理解できていないのですが。

○会長　いいえ、どうぞ。

○委員　（ア）の問６、障がい程度区分のところで、先ほどの話で、１から３の方がというのは、学生、児童の方が出ているのが１から３とおっしゃったのですか。その辺、障がい程度区分が１から３という話と、この上のことをおっしゃっていた話と、自分の中で合っていなくて、これは単に子どもさんの分の打ち方が１から３でいいと理解していいのですか。

○事務局　はい。児童の場合は区分が１から３までしかないのです。最重度が３になるのです。今回のアンケートを区分の分布の割合で見ると、３に一山がきているのは、児童の方がご回答いただいているケースが非常に多いので、児童の最重度３の方に、山がきているという説明をさせていただいたつもりです。

○委員　確認のつもりで、一応１から６まである区分の中で、児童に関しては、１から３を使っているということですね。

○事務局　そうでございます。

○会長　まとめるときは、少し分けてしたほうが誤解は少ないね。はい、ありがとうございます。ほかに生活介護でも、もっと説明してほしい点でも結構です。いろいろあればおうかがいします。

○委員　よろしいか。

○会長　どうぞ。

○委員　訪問看護サービスの状況調査ですが、問４の医療的ケアが必要な障がい者の方々へのサービス提供が可能かの回答で、確認はできないという考え方が、一般的にというかいらっしゃるのですが、訪問看護で利用できないというのが、いまいちピンときていないのですが。

　訪問看護では、僕らが事業者と話をさせていただく中では、通常生活する上の身体介護とか、重度訪問介護ではやれない部分を訪問看護でやっていただいているという認識を持っていますから、そこが医療的ケアが、先ほどの話みたいに高度な医療的ケアに関しては難しいとか、できないのはよく分かるのですが、単純に医療的ケアが必要な方にサービス提供が可能かどうかで、利用できないという意味合いが分かっていないのです。

○事務局　それは同じ調査の問15の中に、課題となっている内容で書いていただいている部分が。利用対処していないということですね。

○事務局　いわゆる訪問看護事業所の経営方針でそのステーションとしては、高齢者しか対象にしませんというステーションさんは、どうもここに回答されていないですね。利用できないということです。

○委員　やはり、児と者が一緒になっているのが、非常に分かりにくくなっている要因だと思います。われわれも今言われたところでタイアップして、小児への参入などをやっているのですが、特に乳幼児に関してはリスクが高いので、技術面での不安から、なかなか参入が進まないという現状が明らかになっていますので、そこの部分がここに一緒に出てきているのでややこしいのかなと思います。ということですね。

○事務局　今回まだ単純集計段階なので、もう少し個別に取り組んで、集計していくとそこら辺は明らかになると思います。

○会長　それでよろしいですか。

○委員　はい。

○会長　はい、もう少し説明してほしいとかございませんか。あるいは普通にこれもどうだろうというのがあれば、皆さんの目を入れていただくほうがより正確なものが出来上がりますので。

○委員　お尋ねしてよろしいですか。

○会長　はい、どうぞ。

○委員　（ア）の８番ですが、うちでアンケートを採るときに一番困ったのが、８の主たる介護で、母親だけが介護とか、父親が主たる介護とはいえないのです。お父さんがこれをやって、お母さんがこれ、お風呂へ入れるのは絶対お父さん、食事はお母さん。だから、主たる介護人というのは一番困ると言っていたので、こんなにきちんと出ていましたか。さっと出たということはないですか。主な介護者というところで、お父さん、お母さんという形で。一番困ったなと皆言っていたのです。

○会長　その辺りどうですか。

○事務局　おそらく、自由記述にそのような内容は書き込んでいただいていると思うのです。実は自由記述はきちんと文章化が整理できていないので、今おっしゃった内容について、どの程度あるか集計をしてみたいと思います。

○委員　家で本当に母親だけとか父親だけなんて絶対に見られないし、どちらが主たる介護人か、皆どちらにするか悩みながら丸を入れていたので、どんな形になっているかと思いまして。

○会長　その辺り、自由記述を含めてご回答いただけたら。

○委員　すみません。最後の短期入所のところですが、一番後ろの数字の事業所数は、53事業所と書いてあるのですが、56ぐらいになるのではないですか。

○事務局　これは53事業所になるはずなのです。小計がかなり見にくくなっているのですが、足していただくと53になります。

○委員　53事業所ですね。

○会長　あとは、意見交換に移りたいと思います、これをぜひ皆さんには見ていただいて、少し検討等も含めて意見交換に入りたいと思います。先ほどの質問書も含めて、ここをこうしてこう思う、いろいろご意見、ご感想等お聞かせいただければと思います。

　それでは、どうぞご意見のある方は手を挙げていただいて。はい、どうぞ。

○委員　（ア）のご本人がお持ちの手帳の数ですが、せめて身体障害者手帳１級と療育手帳Ａ、両方をお持ちの方の数字を出していただくことはできないのでしょうか。

○会長　可能だとは思いますが、療育手帳Ａと身体障害者手帳１級だけを出してということです。はい、ほかに何かお気付きの点があればおっしゃっていただいたらと思います。いかがでしょう。

○委員　（ア）のレジュメですが、８番で家族構成が母子家庭が100世帯を超えていることとあるのですが、100世帯はどこに書かれているのか探しているのですが。

○事務局　すみません、家族構成で父、母の誤差が100を超えている。例えば母親が839人に対して、父親が710人となっていますが、差し引きすると129人ほどか、という形で推測をしてみたのです。

○委員　推測、分析ではない。

○事務局　今回のアンケート調査で母子世帯ですか、父子世帯ですかという問い掛けはしていませんので、単純に家族構成から引いた父と母の数の差から、100世帯を超えた母子家庭なのかという推計なのです。

○委員　結構、母子世帯はきついだろうと思ったので、100世帯はどれくらいの分母で分子なのだろうと。

○会長　二つありますよね。一つは高齢で相方（あいかた）が亡くなられた方と若年層で。年齢クロスで出てくるのを見てみればいいと思います。

○委員　私の感覚的なものとしては、ご高齢で連れ合いがお亡くなりになった、私の世代では分からないのですが、小児慢性特定疾患の関係で書類決裁が回ってくる中では、このような重い疾患を抱えたお子さんをお持ちで、やはり離婚になって、生活保護世帯におちいるのはかなりあります。正確な件数は把握しておりませんが、結構まめに聞きますので、ちょこちょこあると思います。

○委員　うちのステーションでそのほかのステーションでも、20人ぐらい障がいの18歳以下のお子さんのご利用があって、その内だいたい母子家庭が１件から２件毎年いらっしゃいます。最初からお父さんがいない背景は、最近多いようには思います。

○委員　母子家庭で障がい者を二人お持ちのお母さまも、お年は76歳ぐらいで、障がい者２人で、重度心身障がいの子ども一人で、そのようなところも、たくさんいらっしゃいますね。

　障がい者の子どもさんが二人いるというのは全然見当たりませんが、二人いる人も何人かいらっしゃいますのでね。

○事務局　これは分からない。

○会長　兄弟でいらっしゃる人数は分からない。

○委員　はい。

○事務局　実際にお電話で、うちには二人いるからもう１枚くださいと、お話をいただいたケースもございました。ただ、数が何件かまではアンケートからは。

○会長　ありがとうございます。その辺はつかめないようで、そうすると実感として、母子家庭の数字が高いのではないかというご報告をいただいたかと思います。実際、そのような傾向にあるのかと思います。いえば、そのような重症心身障がいの子どもたちと経済の基本に伴うさまざまな問題と集中している。その辺りの問題が議論できれば、いいかもわかりませんね。ほかに、いかがでしょうか。せっかくの機会ですから感想だけでもおうかがいして、次に生かしたいと。

○委員　資料10ですが短期入所事業。今一番、短期入所のショートステイが大変なところなのですが、見せていただきましたら、53カ所の受け入れはあります。事業所はあるのですが夜間はほとんどない。昼間でしたら訪問看護さんやいろいろな人が来てくれるのです。今日も電話があったのですが、夜、お父さんかお母さんのどちらかが、ずっと子どもを見ていなくてはいけない。お母さんは割と客観的に見られますが、お父さんは３時間ずつ交代をしたら、３時間じっと立って子どもの様子を見ている。そのうちに気持ちが変になるときがあるとおっしゃっていました。

　そのような人たちが、１カ月に３回でも４回でもいいから、本当にどこかショートステイに入れれば、少し楽になるのと違うかと思うのです。今日も「変な気持ちになってくるとお父さんが言うのや」と言うのです。そうかといってお母さんが毎日ずっとは見られない。それでこの数字を見ましたら、ショートステイをやっているところはないのです、本当に。これはやはり大変だと、何年たってもこんなものかと見ているのですが。

○会長　なかなか、その辺り。

○委員　これをすらっと見てしまって、すっと終わらせるのはつらい話です。

○会長　その辺りどうでしょう。

○事務局　短期入所事業所の場合は、いわゆる福祉系の施設が主にやっております。今回、単純集計段階ですが、福祉事業者のアンケート調査結果からも分かりますように、結局夜間、看護師さんを確保するのに非常に福祉系の施設の場合、単価が低いですからなかなか難しいということと、福祉施設に来る看護師さんがなかなか見つからないという点があります。

　そのために、われわれとしては、従前から医療機関で短期入所事業所を開設していただけないか。特に各市町村が事業の実施主体なので、公立の病院で何とか実施していただけないか働きかけはしているのですが、現実まだまだ数は少ないのは十分認識しております。

　今回の調査結果を踏まえて、今後どのような形で拡大していくか、その辺についても皆さん方のご意見をおうかがいしながら、どのような支援方策が大阪府として取れるか、検討をさせていただきたいと考えております。よろしくお願いいたします。

○会長　その辺りのご意見等を含めて、反映できればいいと思います。医療病院でもきちんとやってくれればいいのですが、もれきくところによりますと、ショートステイだからあまり医療行為はなく、お預かりしているだけだと。なかなか、きちんと手当てをしていただけないこともあるのかなという声も耳にしておりますが、その辺りも含めて。

○事務局　これにつきましては、アンケート調査（イ）の福祉サービス利用状況調査の問７の中で、早朝、深夜、夜間についても問いを採っておりますので、次回、クロス集計の中で問題を浮き彫りにして、その事業所がなぜしていないのか等についても分析して、ご報告して備えていきたいと考えております。

○会長　よろしくお願いいたします。その辺りのサービス、夜間含めて、適切な集計でできるような背景等々。前から課題になっています数字上で少し働きかけてみるのも大事かなと思います。

　はい、ほかにどうですか。はい、どうぞ。

○委員　（イ）の福祉利用サービス状況の問10ですが、０歳児は利用している事業所がなかったというのは、０歳児はヘルパーさんとかも利用できないということですか。それとも０歳児を対応してくれる事業所がないということですか。

○会長　どうですか。

○事務局　制度的には使えるのですが、提供しているところが、今回、ご回答いただいたところにはなかったということです。

○委員　制度的には家事ヘルプみたいなことが入るのですか。

○事務局　これは、実は福祉サービス利用状況調査ということで、事業種別ですべて盛り込んでいますので、例えば、ヘルプサービスがまったくなかったのか、例えば、ホームヘルプサービスの場合。

○事務局　全部ない、関係ない。

○事務局　全部ないですか。想定としてはホームヘルプサービスの場合、親御さんがいらっしゃるので、なかなか市町村段階では求めるサービスが何に入るのか、現実的には市町村で支給決定しづらいとは聞いています。ただ、対象としては当然０歳児も制度的には対象になりますので、今回の調査の回答をいただいた中では、結果的にゼロだったと、われわれとしては理解したいと思います。

○委員　今朝も実際に、０歳の人工呼吸器を付けて、３時間おきに吸引をしなければいけない若いご夫婦で、お母さんもぼろぼろになって、家事ヘルプをとお話したら、「お母さんは元気なのだから家事はできるでしょう」と断られて、少し怒って今日は来てしまったのです。

○事務局　親御さんのレスパイトを目的に、ホームヘルプサービスを派遣するところまでは、まだ行き着いていないのが現状です。「お母さんがいらっしゃるでしょう、だから家事はできるでしょう」と家事援助には入らない。直接的に障がい児の介助には入ると思うのですが、家事援助はお母さんに任せるのが現状です。

○委員　私は福祉サービスのことは分からないのですが、現実、生の話で、市町村においても限られた予算があります。その中で運用を考えた場合に、どうしても優先度が低くなるという理解でいいのですか。

○事務局　そうですね。

○事務局　いや、運用というのは、その方にとって必要な地域での生活を支える意味合いでの、ホームヘルプサービスの制度なのです。例えば、18歳の障がい者の方に対してのホームヘルプサービス、例えば、家事援助や入浴であった場合は、その方の自立生活という意味合いの大義名分がございます。

　ただ、問題は０歳児となったときには、見方によって親御さんの責務、親御さんとしてフォローいただかないといけない部分とのすみ分けの部分で、市町村さんも決定に苦慮なされているのが、実態ではないかと認識はしています。

○委員　冒頭で制度的にはいけるとおっしゃったので、そしたら運用上の問題なのかと思ってお聞きしたのです。

○事務局　例えば、ショートステイとか０歳でも制度的には使えるのですが、その場合はたいてい病院の医療機関を利用いただいたケースが多いと考えられます。

○委員　先ほど、説明していただいた中で、家事支援はできないけれども、介護に関しては０歳児であってもできるのであれば、いろいろしてもらえると思います。ただ子育てをしているだけであれば、特に問題がなくお母さんは生活をされておられると思います。子育てのレベルではなく、医療器具など特別な配慮が必要な介護があるからこそ、親御さんが大変な状態なるわけです。ホームヘルプは身体介護で、それに直接支援、派遣できるのであれば問題はないはずです。問題はそこが結果として、今、おっしゃった事例で断られているケースは問題なのかと思うのです。

○会長　その辺りはいかがですか。

○委員　今まで取り扱った例がないので、詳しいことは市町レベルでは分からないです。

○会長　なるほど。

○委員　重度障がい児のＮＩＣＵ（Neonatal Intensive Care Unit：新生児集中治療室）から小さいお子さまがどんどん帰ってくるのです。やはりあてにしていたおじいさん、おばあさんとかが、海外赴任にぽんと行って急にいなくなって、ご夫婦二人になるおうちもあるし、例えば、双子さんが二人とも気管切開しているとか、やはり私たち訪問看護の医療的ケアの限界もあるので、そこだけではフォローできない。

　かといってヘルパーさんが、「どれが使えるの」から始まってしまうので、もっと０歳児が使える枠を市町村とかでも、もう少ししっかりと何かやってもらえないと、きっと訪問看護師だけでは、絶対に人工呼吸器を付けて帰ってくるちびちゃんたちは、フォローしきれない現状だと思うのです。

○会長　確かにおっしゃるとおりだと思います。その辺りの運用状況も含めて対応できればいいと思います。その辺りでいけそうですか。

○事務局　はい。ご指摘のとおり課題の部分だと思うのです。ですから、その制度を運用していくに当たっての課題の部分だと思いますので、いただきましたご意見として、もちろん、それは国への提言等々もしていきたいと。

○会長　国の制度上の児童福祉法と自立支援法との整合性と、それから優先順位と、そのあとはまだ見ていないのですか。

○事務局　基本的には、自立支援法の範疇（はんちゅう）でやっているのです。結局、障がい児の場合、扶養義務者である親御さんの状況がどのような状況なのかをまず見ます。十分看護できると判断すれば、なかなか派遣は難しい、引き受けるのは難しい状況です。

○会長　そうすると、運用上の問題と考えていいのですね。

○事務局　それは個々のご家庭の状況、障がい児の方の状況、それからご家族の状況等々を見て、総合的に判断した上で決定をされることになっています。一部、市町村にいろいろと意見を聞かせてもらって、それをまとめた形で、また、こちらに報告させていただきたいと思います。

○会長　はい、申し訳ありませんが、よろしくお願いします。

○事務局　すみません、今、お話しておられた中で（ア）の実態調査のご本人の年齢のところで、５歳以下からスタートして74名という形で分析させてもらっているのですが、先ほど、ご意見いただいた０歳児の部分について、５歳以下の中で０歳児が何名いるのかについても、次回に数字にして分析いただけますか。

○会長　はい。ありがとうございます。通常、市町村がする障がい福祉計画はアンケートで実態調査をするのですが、このようなアンケートで返ってくるのが、やはり年齢層の高い方は返ってこられるのです。そうすると、若年層の若い意見ですとか、あるいは子どもの意見がなかなか反映しにくいという特性があるのです。そのような意味では先ほどご意見をいただいたように、今回の調査の特性は０歳児まで含んで、その運用まで見られるという意味では、大変意味があるのかなと思っております。その辺のいただいた意見も含めて、報告書にまとめていきたいと思っております。

　まだご発言をいただいていない方には、せっかくの機会がございますので、少しだけでも感想をこの辺りで。委員、いかかでしょうか。

○委員　はい。医療的ケアのところで服薬管理のパーセンテージが低いなと思いました。と言いますのは、去年も入所者の医療的ケアについて、今年もアンケートを採っているのですが、服薬管理が必要な方というのはほぼすべての人が該当していたと。
○会長　なるほど。少ないのではないですかと。

○委員　いえ、実際に統計を取られましたから、これで間違いないのだろうとは思うのですが。

○会長　いまひとつ少ないなという、はい。ありがとうございました。委員はどうですか。

○委員　また、あとで。

○会長　委員、いかがですか。

○委員　いえ。

○会長　いいですか。

○委員　はい。われわれのところも相談に来ますが、個別の相談を受けていますが、なかなかこのような形で数字として集計という形で、動向をみて参考になった。われわれのほうですが、障がい児（者）の方のご相談を受ける比率としては、比較的子どもさんの年齢が低い段階で入所のご希望のある場合と、次の入所の相談を受ける場合と、比較的保護者の方が高齢になる場合があります。その辺のところは、もしかすると今後のクロス集計等で出てくれば、そのような事態が形になればなという感じでお読みしました。以上です。

○会長　はい。ありがとうございました。貴重なご意見です。

　まとめますと、まず１点目はその母子家庭の数です。100程度ではないかと議論されていました。重症心身障がい児（者）を抱えながら母子で生活をされていて、経済的な面も含めて必要な状況にある方もいらっしゃるのではないか、この辺りのところもきちんと把握できればいいなというご意見です。

　それから２点目が、いわゆる医療的ケアの必要な方の夜間の状態です。この辺りはサービスする実態がどうなのか、提供実態がどうなのかというところが分かればいいなというご意見でございました、

　それから三つ目は、やはり０歳児です。特に重症心身障がい児を抱えた場合に、核家族でございますので、さまざまな育児プラス医療的ケアがかかるというデータがあるということです。そのような状況が、今、市町村ではどのような実態になっているのかも、併せてできればいいかなというご意見も多々と思っております。

　それ以外に、いただいた意見についてもできるだけ盛り込むように考えたいと思っております。
　最後におっしゃっていただいた施設入所が２段階あるだろう、早い段階で入所相談に来られる、それを過ぎるともうずっと後になって高齢になってから来るという、特徴はあるのではないかということです。つまり、早い時期、０歳児の時期に制度をきちんとすれば、そのような意味ではこれからのノーマライゼーションが成り立つ医療的ケアの措置充実が、そのような相談の減少につながっているのかなという、仮説ですが、数字、実態で出ればそれはそれで大事なことと思っています。

　はい。貴重なご意見をいただきまして、ちょうど30分前にまいったところでございます。まだ、ほかの案件がございますので、先に進めさせていただいてもよろしゅうございますか、はい、ありがとうございます。それでは、残りの案件について、事務局からご説明をしていただきたいと思っております。それではよろしくお願いいたします。

○事務局　分かりました。続きまして、資料８事業所ヒアリング方針（案）について説明させていただきます。基本的な考え方としまして、（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい者福祉サービス利用状況調査、および（ウ）、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用調査につきまして、先進的な取り組みを実践されている事業所や、自由記載欄等に参考になる意見等を記入された事業所を対象に、ヒアリング、具体的には訪問もしくはお電話を実施し、そのヒアリング結果を本検討会での検討資料としていただきたいと考えております。

　ヒアリング実施期間は平成22年11月20日から平成22年12月20日にかけて。

　ヒアリング対象事業所としては、一つ目訪問系サービス事業所、調査票でいえば（イ）です。居宅重度訪問介護等事業所、重度障がい者等包括支援事業所。２番目は日中活動系サービス事業所としまして、生活介護事業所であるとか児童デイサービス事業所、重症心身障がい児（者）通園事業所。３番目は施設系サービス事業所としまして、短期入所事業所、重症心身障がい施設。４番目として訪問看護事業所。この四つのくくりの事業所に対しまして、ヒアリングを実施したいと考えております。

　ヒアリング対象事業所の選抜方針としましては、上記１から４の事業所区分ごとにそれぞれ６事業所程度を選抜したいと考えております。選抜に当たりましては地域バランスも考慮して選びたいと考えております。

　５番目としましてヒアリングの実施者ですが、第１回でご説明させていただいたときには、大阪府から委託をおこないまして、委託事業者から実施をしたいとご説明をさせてもらったところですが、時間的な制約等もございまして、今回はわれわれ事務局、大阪府でヒアリングを実施させていただければと考えております。以上でございます。

○会長　はい。ありがとうございます。事業所ヒアリング方針について、今、事務局からご提案がございました。当初、事業所にお願いしようかと考えていたのが、なかなか当該事業所が受けていただけるところがない状況で、事務局の方にヒアリングをおこなっていただくことになりました。通常業務に加えて、このような過重な負担をお掛けするということで、大変申し訳なく思っておりますが、またよろしくお願いしたいと思います。

　この方針についてですが、何かご意見等ございましたら。これは委員の方も入っていただいてということですか。いいというお考えなのですか。その辺りはどうですか。委員のボランティアで。そういうあれはまだ検討中ですか。

○事務局　例えば、委員の方々で、この事業所の関係であれば私はぜひとも参加したいという、ご希望があるようでしたら一緒に。

○会長　ただし、守秘義務は必ずかかるので、他の事業者のノウハウに触れることになりますので、その辺は利益相反がないように考えてもらいたいと思っております。特に、利益相反されない状況で、その辺のところにぜひ聞いてみたいことがあるとか、あるいはもう少し協力したいとかいうことがあれば、事前に調整をさせていただいて、このヒアリングを進めたいということでございますので、よろしくお願いいたします。

　これについて何かございますか。

○委員　別にないです。生活介護事業所などが入っていますが、だいたい人数的にどのぐらいいるところとか、そのようなことは決めているのですか。利用者さんが何人とか、日中活動のところで。

○事務局　人数規模という形では、今はイメージしておりません。われわれが、今、基本的に考えているのはそのアンケート調査から読める内容の中で、先進的な取り組みをなされているところであるとか、ご意見の中で、これはぜひもう少し深めて聞いて、こちらの検討会にご披露させていただいたほうがいいところを、選ばせていただきたいという考え方で思っております。よろしゅうございますか。

○委員　はい。難しいだろうと思っているのですが、ケアホームの事業所のヒアリングというのは今回は挙がっていないですが、それは何か考えて、どうなのでしょうか。

○事務局　はい。一つはご協力いただいている件数が15件で、かなりの内容がここから読み取れるということが一つ。あともう一つが、私ども大阪府で夏に幾つかの事業所さんに回らせていただきまして、忌憚のないご意見等をお聞かせ願っていますので、それを併せてこちらに提出させていただければと考えておりますので、今回この対象からは省かせてもらっております。

○会長　よろしいですか。ケアホームについては、すでにヒアリングを大阪府でおこなっているので、今回はそのような中でエッセンスを出したいということでございます。ほかは何かご意見は。

　一応、今回アンケートをいただいたところで、特記事項、自由意見のところで、提案いただいた内容とか運営方法について、再度、聞き取って、そのようなところを中心にと思っております。例えば、委員会の推薦でこの事業所はどうかというのは、もちろん過重にならないようにしますが、この辺りはどうですか。一応、このアンケート。

○事務局　はい。もちろん、ご用意していただけましたら、はい。お願いいたします。

○委員　これは、大阪府内だけですか。

○事務局　はい。大阪府だけです。

○会長　はい。一応、大阪府内だけだそうでございます。本当にアンケートでは出していただけないが、本当にその地域で重症心身障がい児の方を、事業所でお子さんを支えている、工夫をしていただいている事業所があれば、ぜひ参考にさせていただきたい。

　ある事業所などは児童のデイサービスの中に看護師さんがいらっしゃいます。本当は単価は全然違うのですが、たまたま、その事業所の看護師さんが日中活動の場に参加されていて、そのような医療的ケアが必要な重症心身の子どもを、受け入れていただいて、やっていっているところもあります。あるいは、高齢者の施設でそのような方をお受けして、実践しているところもあります。その辺りの囲いを取り払ってみたら、いろいろあるのかなという思いもあります。

　また、そのようなところも含めてこのようなヒアリングを。一つは障がいのところだけで解決しなくても、高齢も入れて、重症心身のケアをやってくれるような、単価は違いますが、お医者さんを発掘できれば、それは一つの解決策になるわけです。そのような先進的な宝探しというか、地域のそれぞれの宝探しができればいいのかなと、そのような発掘みたいなものが、このようなところでも反映できれば、あるいは少し軽減できるのかなと思います。

　もちろん制度を快適にということは大事なのですが、それを変えるにはかなりの日数がかかります。それまでの工夫をしていらっしゃるところをご紹介いただければ、そこをヒアリングして、ほかの自治体にもできるではないかという形で提案できれば、私としては非常に調査の意味もぐっと広がると思っています。ぜひ、この辺りもよろしくお願いをしたいと思っております。

　はい。それではほかに何か、この項目に関してヒアリングについて何かご意見がありますか。ないようでしたら、最後になりますが、クロス集計の項目について、少し事務局からご説明をいただきたいと思います。

○事務局　はい。資料９、各調査に係るクロス集計項目について（案）の説明をさせていただきます。（ア）から（オ）のそれぞれの調査票について、事務局で一定このようなクロス集計をしてはどうかという、整理をさせていただきました。

　まず、（ア）重症心身障がい児（者）生活実態調査につきましては、ご本人の状況、日常生活の状況という二つの大分類に分けました。

　まず、状況につきまして、１番目障がい児（者）数、市町村圏域別。

　２番目としまして、年齢別の障がい児（者）数、これも同様の市町村圏域別です。

　３番目、病名別の障がい児（者）数。

　４番目としまして、障がい手帳の所持状況、これも圏域別、児者別。

　５番目としまして、障がい程度別の障がい児（者）数、圏域別、児者別。

　６番目としまして、家族構成の状況、児者別。

　７番目としまして、介護者数と主な介護者の状況、児者別、病名別、障がい程度別。

　８番目としまして、介護年数、児者別、病名別、障がい程度別という形で基礎的なデータをまとめられればと考えております。

　次に日常生活の状況としまして、１番目、医療的ケアの現状、児者別、病名別、障がい程度別。

　２番目としまして、医療的ケアの従事者の状況、児者別、介護年数別。

　３番目としまして、日中の居場所、圏域別、児者別、障がい程度別、医療的ケア別。

　４番目としまして、医療福祉サービス等の利用状況、圏域別、児者別、障がい程度別、介護年数別、サービス内容別。

　５番目としまして、医療福祉サービス等の利用規模の状況、圏域別、児者別、障がい程度別、介護年数別、サービス内容別。

　６番目としまして、必要と感じている福祉サービスなど、圏域別、児者別、介護年数別、障がい程度別、医療的ケア内容別。という内容で、生活実態調査ではクロス集計をしたいと考えております。

　次に（イ）（ウ）（エ）につきましては、福祉サービス、訪問看護サービス、ケアホームはおうかがいしていることが、ほぼ一緒ですので、同様の内容でクロス集計をしたいと考えております。

　事業者の状況の把握としまして、１番、事業者数、事業種別別、指定年度別、市町村圏域別、運営主体別。

　２番目としまして、職員体制の状況、事業種別別、指定年度別、市町村圏域別、運営主体別。

　３番目としまして、障がい児（者）利用者数、事業種別別、指定年度別、市町村圏域別、運営主体別。すみません、この部分は共通ですので次回からは割愛させてもらいます。

　４番目としまして、医療的ケア対応事業所数。

　５番目としまして、医療的ケア対応事業所数。（４と同じ？）

　６番目としまして、医療的ケア対応年数の状況。

　７番目としまして、提供可能な医療的ケアの状況。

　医療的ケアの状況としまして、１番、医療的ケアが必要な障がい児（者）の利用者数、年齢別、事業種別別、圏域別、運営主体別、対応年数別。

　２番目としまして、利用している障がい児（者）の病名の状況、事業種別別、圏域別、対応年数別。

　３番目としまして、利用している障がい児（者）の障害者手帳の所持状況、児者別、事業種別別、圏域別。

　４番目としまして、利用している障がい児（者）の障がい程度別の状況、児者別、事業種別別、圏域別。

　５番目としまして、医療的ケアの提供状況、児者別、事業種別別、市町村圏域別、職員体制別、以下同じですので割愛。

　６番目としまして、医療的ケアに関して課題と感じている内容、事業種別別、運営主体別、職員体制別、利用者の障がい程度別、対応年数別。

　７番目としまして、医療的ケアに対応できない理由、事業種別別、運営主体別、職員体制別。

　８番目としまして、改善が必要と感じている内容、事業種別別、運営主体別、職員体制別、医療的ケア対応事業所と他事業所別。という区分でクロス集計をできればと考えております。

　最後に（オ）の施設入所者状況調査につきまして、施設入所者の状況。

　１番目としまして、入所者別、それぞれの施設別で作成いたします。

　２番目としまして、年齢別の入所者数。

　３番目としまして、入所年別、入所期間別の入所者数。

　４番目としまして、病名別の入所者数。

　５番目としまして、障害者手帳の所持別。

　６番目としまして、障がい程度別の入所者数。

　７番目としまして、医療的ケアの内容別入所者数。これは施設別、病名別、入出館別を作成したいと考えております。

　入所者の状況としまして、１番、個別支援計画の作成状況、施設別、作成方法別。

　２番目としまして、地域移行対象者数の状況、施設別、入所期間別、病名別、障がい程度別、医療的ケア内容別。

　３番目として、地域移行の希望状況、先ほどと同じ内容で作りたいと考えております。

　４番目としまして、地域移行に対する家族の反応。

　５番目としまして、地域移行に向けた支援状況、施設別、入手者家族別で作成いたします。

　６番目としまして、地域移行後の生活の場の状況。

　７番目としまして、地域移行後の日中活動の場の状況。

　８番目としまして、今後の生活の場の状況。

　９番目としまして、地域生活が可能となる要因。という形でのクロス集計を、現在、単純集計業務をしている事業所に引き続き、募集したいと考えているところです。報告は以上です。

○会長　はい。ありがとうございました。今、報告させていただいたのは単純集計でございます。これだけでは先ほどご指摘のあった点も含めて、十分、課題が浮かび上がってこないという場合に、クロス、二つの項目を掛け合わせたら、より鮮明に出てくることがございます。その辺の枠組みについて、今、事務局からご説明があったとおりでございます。これについて何か、あと、このようにしてはどうかというのがあれば、お受けしたいと思いますが、いかがでしょう。

○委員　（イ）（ウ）（エ）の医療的ケアの状況の医療的ケアの提供状況の部分で、児者別、事業所別、市町村圏域別、職員体制別となっているのですが、今日、見せていただいた訪問看護ステーションの職員はだいたい4.6人が平均と書いてあります。事業所の規模別で、ケアの体制がどのようになっているのか、大規模の事業所がやることのほうがいいのか、それとも、小さな事業所がネットワークを組んでやっていくほうがいいのか、という部分等が出てくるのではないかという感じがするのです。そこら辺のところも踏まえて、規模別で上のほうで事業所のある程度のことが出てきますので、一度そこのところも目を通していただきたいと思います。

○会長　はい。ありがとうございました。今、委員から、地域ケアはネットワークを組むほうが有効に左右するのか、あるいは大規模なところで集約するほうがサービスが届くのか、その辺の検証もできればいいので、規模によって分けていただきたいということでございます。

○事務局　いわゆる職員体制別が規模別というイメージで書かせてもらっていますので、規模別はその中でということです。

○委員　職員体制別というのは、看護師さんが何人配置されるかとか、そのようなレベルではなくて。

○事務局　職員数を聞いている項目がありますので、それで。

○委員　そこで調べ上げられるかどうかです。

○委員　参考までに小、中、何というのですか。だいたい数はどれくらい、職員数。

○委員　いや、それは分からないと思いますね。いっぱい事業所さんがあるので、ただ訪問看護であれば私よりも。

○会長　大きいとこでどれぐらいですか。

○委員　大きいところでは10人単位でいるところもあります。一番小さいところは基本2.5人です。平均でもたぶん4.これぐらいの感じだと思います。

○会長　10人以上というのは。

○委員　まれです。

○会長　まれですか。はい。ありがとうございました。

○事務局　訪問看護の関係でいきますと、昨日、別の会議で資料等を入手したのですが、訪問看護事業所で11人以上のところが大阪府内で11％という状況です。６人から10人が40％で残りが３人から５人が約半数。だから、小規模なところは半数あるという状況になっています。

○会長　今、ご報告いただいた部分も含めて、また、報告書を作っていただきたいと思います。実は、今日は整理を。

○委員　いいですか。

○会長　あ、どうぞ。

○委員　もうすぐ終わるのですね。以前、僕も担当させていただいて、全然できなかったので申し訳ないのですけれども。そのとき、先ほど委員が言われた、ショートステイの人数が非常に多かったと思っております。最初の（ア）で、ご本人のお住まいの市町村ということで、市町村別にずうっと数が出ています。これは、大阪府重症心身障害児・者を支える会と、大阪府肢体不自由児者父母の会連合会の会員さんで、実際はもう少し多いのかなと思います。

　一方、資料10は今回の調査の中には入っていないと思うのですが、資料10の市町村別の事業者数で、医療的ケアができるのが53でした。これをご本人がお住まいの市町村と、ショートステイのできるところを併せてみると、重症心身障がい児（者）の方がたくさんいらっしゃるのに、ショートステイが０ということも、もちろん出てくるので、そのようにクロス集計の中で出てくる部分はあるのですか。

○事務局　ええ、圏域別に取ろうと考えておりますので、それは十分に可能です。

○会長　その辺のミスマッチをそれぞれ解消されることにもなりますし、そのようなことがあっても、いいかなと思います。やはり、地域の偏在がやはりあるのですね。大阪は南のほうに少し負担が。

○委員　医療の配置が。

○会長　少ないと思いますね。そのように地域が見えてくれば、少しはいいかな。

○委員　まあ、身近なところでといっても、なかなか身近なところにはないところもあると思います。僕も住んでいたこともありますので、しかし、そこに造ろうと思ってもなかなか難しいです。事業所は自分のところで立ち上げられるので。

○会長　はい。ありがとうございました。貴重なご意見をうかがいました。その辺を少し工夫して、必ず地域情勢が表れる形でさせていただきたいと思います。

　ほかに何かご意見等がございましたら、おうかがいしますが、ないようでしたら、ほぼ３分前でございます。議事を見ていただきますと、実は課題整理ということで、まだまだいろいろ課題整理をしていかなければいかないのですが、そこまではなかなか、単純集計しかできませんでした。「その他」のところで、事務局であと何か。もういいですか。

　従いまして、皆さま方にはあとスケジュール的にご協力をお願いしなければならない点もあろうかと思っております。タイムスケジュールはどうするのですか。

○事務局　はい、次回の会議ということで。

○委員　次回の会議に含めて。

○事務局　はい。すみません、今後の予定といたしましては、本日ご審議をいただきましたクロス集計作業。まず、本日は11月１日現在の、いわゆる入力に基づく集計状況でご報告を申し上げたところですが、それ以降も幾つかのご回答をいただいております。できましたら来週の月曜に、それまでいただいた調査票を、この単純集計に足し込むという作業をし、その後、本日ご了解いただきましたクロス集計作業を、業者に指示をしたいと考えております。

　ただ、量が非常に多くございまして、できましたら、（ア）の地域でお暮らしになれる方々の生活実態調査のクロス集等から、順番に報告を挙げさせていただければ、ありがたいなと考えている次第でございます。

○会長　はい。一応、今後の進展としては、そのように考えている事務局からの提案でございます。少しご負担をお掛けしますが、また、よろしくお願いしたいと思います。

　時間がちょうど４時になりましたので、ほかになければ、これで審議は終了させていただきたいと思います。よろしいでございましょうか。はい。ありがとうございました。では、いったんこれで審議は終わらせていただきます。あと、何か事務局は。
○事務局　はい。すみません。事前にメールもしくはお電話でお願いさせていただいたところなのですが、これから３月末まで複数回、検討会の開催をお願いしたいと考えております。年内ですが、大変お忙しいかと思うのですが、次回は12月３日金曜日の２時から４時です。すみません、年末押し迫って申し訳ないのですが、第４回の会議を、12月24日金曜日の２時からの開催で、ご協力いただけましたら、ありがたいなと考えています。

○会長　事務局から、今、お話がありましたが、12月25日はクリスマスでございますが、皆さんにいい贈り物ができれば、いいのかなと思っております。大変心苦しいですが、日程上どうしてもここしか取れないということで、ご協力をよろしくお願い申し上げたいと思っております、はい、ご出席をよろしくあらためてお願いをいたします。はい。以上でございます。ありがとうございました。

○事務局　ありがとうございました。

（終了）
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